
戦後（1945～1950） その７

≪横浜港の接収解除が、「港湾法」制定を後押しした≫

戦後、横浜港は、大桟橋や高島埠頭はもちろん港内水面や山下公園までＧＨＱ

に接収されます。これが横浜市復興の足かせとなり、接収解除の要望が日増しに

高まります。ところが接収解除後の港湾の所管争いが噴出し、それを昇華する形

で「港湾法」が制定されます。

港湾行政は、内務省から運輸通信省へ移管され、港湾局が主務となったものの、

終戦直前、運輸省と通信院へ分離され、港湾局は海運総局に吸収されていました。

戦後、港湾局は運輸省内に復活したものの、運輸省は、復員や不法入国の対応に

忙殺されていました。

そうしたなか、１９４６年（昭和２１）６月に、ＧＨＱの指示により、運輸省

海運総局から、関税に関する機構が大蔵省（現財務省）に移管され、また検疫所、

動植物検査所、海上保安事務も分離されていきます。

そして建設省設置の翌１９４９年（昭和２４）６月１５日に、運輸省設置法が

制定され、港湾局は、運輸省の内局として法的にしっかり位置づけられました。

（注１）

一方、税関の大蔵省移管を契機に、国が建設した港湾施設に関して、その管理

経営権の帰属を巡って、運輸、大蔵両省の激しい論争が再燃し、それは戦後ＧＨ

Ｑに接収されていた横浜、神戸港の港湾施設の返還を巡って頂点に達します。

結局、返還の実現が最優先だったため、地方自治の強化を図りたいＧＨＱの意

向に沿い、「地方公共団体によって設立される港湾管理主体に移管する」ことに

よって問題を昇華する方向に発展し、「港湾法」制定に弾みがつきました。

このとき、「運輸省を港湾管理主体の設立認可、監督官庁とし」、「大蔵省は税

関業務担当機関とする」という仕切りが閣議決定され、１９５０年（昭和２５）

５月２日、「港湾法」が成立、同年５月３１日に、公布、施行されました。

重要な港湾は、国が管理者という、それまでの考え方が一変し、戸惑う関係機

関が多い中、翌１９５１年（昭和２６）、横浜市、神戸市が、港湾法に基づく港



 
 

湾管理者となりました。 
 
 そして、翌１９５２年（昭和２７）、横浜港の港内水面と大桟橋の接収が解除

され、１９５２年（昭和２８）には、高島埠頭も解除さるとともに、「港湾整備

促進法」が制定され、横浜市の復興が本格化していきました。 
 
 なお、「港湾法」制定の５４日後、緒戦戦争が勃発。（注２）その当時の多摩川

の沿川におけるエピソードは、次号でご紹介。 
 
参考 
１９４５年（昭和２０）５月１８日、運輸通信省が、運輸省と逓信院に分離。海運総局は、

運輸省に引き継がれ、船舶・造船・船員・航路標識その他の水運に関する事項、港湾の運営

に関する事項、航路標識附属の設備による気象観測に関する事項、臨湾倉庫に係る倉庫営業

に関する事項を管掌しました。総局には、長官官房、総務局、海運局、船舶局、船員局が置

かれました。 
１９４６年（昭和２１）１月、運輸省官制が改正され、海運総局は長官官房、海運局、船舶

局、船員局、港湾局の体制となります。 
１９４８年（昭和２３）５月 １日、運輸省の外局として、海上保安庁が設置。 
１９４８年（昭和２３）７月 ５日、「港則法」制定 
１９４９年（昭和２４）５月 ２日、「運輸省設置法」制定 このとき海運総局廃止 
１９５０年（昭和２５）５月 ２日、「港湾法」制定 
１９５１年（昭和２６）８月 ５日、「港湾整備促進法」制定 
 
 
注１：地方組織として「港湾建設部」が置かれましたが、１９５２年（昭和２７）８月１日、

「港湾建設局」に改正され、横浜に「第二港湾建設局」（現関東地方整備局港湾部局）建設

局」が設置されました。 
注２：朝鮮戦争には、海上保安庁が、アメリカ海軍の命令で、北朝鮮が敷設した機雷除去に

出動しました。このときの長官は、柳澤米吉であり、内務省から運輸省に行った港湾系土木

技術者であり、海上保安庁の創設に尽力し、後には第５７代土木学会長に就任しています。 
 
写真：①昭和２６年８月 横浜港隣接地帯接収現況図（HP 横浜市掲載資料）、②占領下の横

浜（Blog「はげまるのぶら～り日記」掲載写真） 
 
 
 



 
 

 
 

 
  


